
藤岡市建設工事に係る共同企業体取扱要領
　
（目的）
第１条　この要領は、藤岡市（以下「市」という。）が発注する建設工事に係る共同企業体（以下「共同企業体」という。）について必要な事項を定めることにより、建設工事の適正な施工の確保と建設業の健全な発展を図ることを目的とする。
　（活用）
第２条　共同企業体の活用は、建設業者の信用、技術、施工能力等を勘案し、技術力の結集等により、効果的施工の確保ができると認められる場合とする。
　（種類）
第３条　共同企業体の種類は、次の各号に掲げるとおりとする。
 (1)  特定建設工事共同企業体
　　　建設工事の特性に着目して、市の発注する工事ごとに結成される共同企業体をいう。
 (2)  経常建設共同企業体
　　　優良な中小建設業者が継続的な協業関係を確保することにより、経営力及び施工力を強化するために結成する共同企業体をいう。
　（対象工事の種類及び規模）
第４条　特定建設工事共同企業体の対象工事の種類及び規模は、原則として次の各号に掲げるとおりとする。
 (1)  対象工事の種類
　　ア　技術的難度の高い特定建設工事（橋梁、トンネル、ダム、空港、堰、下水道等の土木構造物及び建築・設備等の建設工事）
　　イ　新技術・新工法の研究開発を目的とする研究開発型工事及び新技術・新工法の実用化を目的とする実験型工事等技術力を結集して行う建設工事
　　ウ　特殊工法を内容とすること等により地元建設業者への建設技術の移転を目的として行う建設工事
　　エ　地元建設業者の受注機会の確保と雇用の安定を図るため、特別に必要と認めた建設工事 
(2)  対象工事の規模
対象とする工事の規模は原則として次のとおりとする。ただし、前号ウ、エに該当する場合は、土木一式工事１億円以上、電気・管等その他専門工事５千万円以上、建築一式工事１億５千万円以上まで条件を緩和することができる。
	業　　　　種
	規　　　模

	土木一式工事
	　　２億円以上

	建築一式工事
	　　５億円以上

	電気・管等その他専門工事
	　　２億円以上


２　経常建設共同企業体の対象工事の種類及び規模は、藤岡市建設工事請負業者選定要領（平成５年４月１５日制定。以下「選定要領」という。）第１０条に規定する単体企業への発注標準金額区分の場合に準ずる。
　（構成員の数）
第５条　共同企業体の構成員の数は、３社以内とする。ただし、工事が通常の規模を大幅に上回る場合、多数の工種にわたり技術力を結集する必要がある場合等において、円滑な共同施工の確保に支障を生じないと認められるときは、５社までを上限とすることができる。
　（構成員の組合せ）
第６条　特定建設工事共同企業体の構成員の組合せは、原則として等級格付が選定要領第６条に規定するＡ等級に属する者の組合せ、又はＡ等級とＢ等級の組み合わせとする。
２　経常建設共同企業体の構成員の組合せは、原則として等級格付が選定要領第６条に規定するＡ等級に属する以外の者で、同一等級又は直近等級に属する者の組合せとする。
　（構成員の要件）
第７条　特定建設工事共同企業体の構成員は、次の各号に掲げる要件に該当する者でなければならない。
 (1)  その年度に建設工事入札参加資格審査申請書を提出し、又は提出することが明らかであること。
 (2)  当該建設工事に対応する許可業種につき許可後３年を超える営業年数を有すること。
 (3)  原則として当該建設工事を構成する一部の工種を含む工事について元請としての実績を有し、かつ、当該建設工事と同種の工事を施工した経験を有すること。
 (4)  当該建設工事に対応する許可業種に係る監理技術者又は国家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で配置しうること。
２　経常建設共同企業体の構成員は、次の各号に掲げる要件に該当する者でなければならない。
 (1)  その年度に建設工事入札参加資格審査申請書を提出し、又は提出することが明らかであること。
 (2)  希望する工事種別に対応する許可業種につき許可後３年を超える営業年数を有すること。
 (3)  原則として希望する工事種別につき元請としての実績を有すること。
 (4)  希望する工事種別に対応する許可業種に係る監理技術者となることができる者又は主任技術者となることができる者で国家資格を有するものが存し、これらの技術者を工事現場ごとに専任で配置しうること。
　（出資比率）
第８条　共同企業体の構成員の出資比率の最小限度基準は、次の各号に定めるところによる。ただし、第４条第１号エに掲げた目的を達成するため特に必要と認めた場合は、出資比率の最小限度基準を緩和して運用できるものとする。
 (1)  ２社の場合　　３０パ－セント以上
 (2)  ３社の場合　　２０パ－セント以上
 (3)  ４社の場合　　１５パ－セント以上
 (4)  ５社の場合　　１０パ－セント以上
　（代表者の選定方法）
第９条　特定建設工事共同企業体の代表者は、当該工事に対応する特定建設業の許可を有する者とし、その出資比率は、構成員中最大（同比率である場合を含む。）とする。
２　経常建設共同企業体の代表者は、構成員の協議により決定された者とする。
　（有効期間）
第１０条　特定建設工事共同企業体の有効期間は、次の各号に定めるところによる。
 (1)  市が請負契約を締結した特定建設工事共同企業体の有効期間は、当該工事の完成後３か月を経過した日までとする。
 (2)  当該工事につき結成された共同企業体のうち契約の相手方とならなかつたものの有効期間は、当該工事の契約が締結されたときをもつて終了する。
　２　経常建設共同企業体の有効期間は、単体企業の場合に準ずる。
　（結成方法）
第１１条　特定建設工事共同企業体の結成方法は、原則として、自主結成とする。ただし、地元企業の受注機会の確保若しくは育成を目的とする場合、又はその他市長が特に必要と認めた場合は、予備指名をすることができるものとする。
 (1)  契約検査課長は、当該建設工事に合わせて第５条、第６条第１項、第７条第１項、第８条及び第９条第１項の規定に基づき、当該特定建設工事共同企業体に係る構成員の要件及び組合せ等結成に必要な要件について、公告するものとする。
 (2)  特定建設工事共同企業体は、前号の規定に基づいて任意に結成させるものとする。この場合において、共同企業体の構成員は、同一工事で２以上の特定建設工事共同企業体の構成員となることができない。
 (3)  契約検査課長は、競争入札で施工を予定する建設工事において、必要とする特定建設工事共同企業体が３組以上結成されなかった場合は、第１号に規定する手続きを再度行うか、又は市長に協議のうえ、予備指名による結成方法に変更することができるものとする。
２　特定建設工事共同企業体の予備指名による結成方法は、次の各号に定めるところによる。
 (1)  契約検査課長は、当該建設工事に適した業者を選定し、特定建設工事共同企業体構成員予備指名調書（様式第１号。以下「予備指名調書」という。）を作成し、藤岡市工事等請負業者選定委員会（昭和５７年訓令第１６号。以下「選定委員会」という。）に提出しなければならない。
 (2)  選定委員会委員長は、予備指名業者を審査し選定したときは、特定建設工事共同企業体予備指名業者決定伺（様式第２号）を作成し市長の決裁を受けなければならない。
 (3)  選定委員会委員長は、前号により市長の決裁を受けたときは、契約検査課長をして特定建設工事共同企業体構成員予備指名通知書（様式第３号）を当該業者に通知させるものとする。
 (4)  特定建設工事共同企業体は、前号により通知された業者で任意に結成させるものとする。この場合において、共同企業体の構成員は、同一工事で２以上の特定建設工事共同企業体の構成員となることができない。
　　　また、通知された業者が特定建設工事共同企業体の結成を辞退（様式第４号）することを認めるものとする。
 (5)  契約検査課長は、必要とする特定建設工事共同企業体が結成されなかつた場合は、必要な業者を新たに追加選定し、前各号の手続を再度行うものとする。
３　経常建設共同企業体の結成方法は自主結成とする。ただし、構成員は、２以上の経常建設共同企業体の構成員となることはできない。
　（競争入札参加申請書類等）
第１２条　共同企業体を結成した者が資格審査を申請しようとするときは、次の書類を市に提出するものとする。
 (1)  共同企業体入札参加資格審査申請書（様式第５号）
 (2)  共同企業体協定書
　　ア　特定建設工事共同企業体協定書（様式第６号）
　　イ　経常建設共同企業体協定書（様式第７号）
 (3)  誓約書
　　ア　特定建設工事共同企業体誓約書（様式第８号）
　　イ　経常建設共同企業体誓約書（様式第９号）
２　特定建設工事共同企業体の競争入札参加資格審査申請は、特に必要と認める工事を発注する都度結成させ申請させるものとする。
３　経常建設共同企業体の競争入札参加資格審査申請の申請期間は、藤岡市が発注する建設工事に係る一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格等の告示（以下「告示」という。）により定める期間とする。
　（資格審査）
第１３条　共同企業体の資格審査（以下「資格審査」という。）は、選定要領第４条により行うものとする。この場合の審査項目は選定要領第１６条を級別格付は選定要領第６条を適用するものとする。
　（工事請負資格者名簿への登載）
第１４条　特定建設工事共同企業体の工事請負資格者名簿への登載は、次の各号に定めるところによる。
 (1)  契約検査課長は、結成された特定建設工事共同企業体について第１１条第１項の規定に基づく公告で定めた期限までに、第１２条に定める共同企業体入札参加資格審査申請書等の正本１部を提出させなければならない。
 (2)  契約検査課長は、前号により共同企業体入札参加資格審査申請書等が提出された場合には、選定要領第６条に規定するＡ等級の業者のみで結成される特定建設工事共同企業体にあっては、級別格付け審査を省略し、Ａ等級に格付けされたものとみなし選定要領第３条の規定による適格審査を受け、工事請負資格者名簿に追加登録する。この場合に契約検査課長は、適格審査の結果を特定建設工事共同企業体入札参加資格認定通知書（様式第１０号）により当該特定建設工事共同企業体の代表者に通知するものとする。
２　経常建設共同企業体の工事請負資格者名簿への登載は、単体企業の場合に準ずる。
（本指名）
第１５条　選定委員会委員長は、特定建設工事共同企業体が結成されたときは、選定委員会に諮り特定建設工事共同企業体（指名）業者決定伺（様式第１１号）により市長の決裁を受けなければならない。
（混合入札）

第１６条　前条までの規定により、特定建設工事共同企業体を結成させて行う工事について特定建設工事共同企業体以外の有資格業者（本市に建設工事競争入札参加資格申請を行い資格審査で適格と認められ、工事種別毎に格付けを受けている者）であって、当該工事を確実かつ円滑に施工することができると認められるもの（以下「単体有資格業者」という。）があるときは、特定建設工事共同企業体により行わせる競争に当該単体有資格業者を参加させることができるものとする。
（準用）
第１７条　調査、測量、コンサルタント等に係る共同企業体については、第４条、第６条、第７条、第１２条第１項第３号及び第１３条を除くほか、この要領の規定を準用する。
（その他）

第１８条　

　この要領に定めのない事項又は、この要領により難い場合は藤岡市建設工事等業者選定委員会の審議を経て定めるところによる。
　（雑則）
第１９条　この要領に定めのない事項については、別に定めることができる。
　　　附　則
１　この要領は、平成５年４月１５日から施行する。
２　この要領の制定前に結成された建設工事等に係る共同企業体はそれぞれ本要領の相当規定によりなされたものとみなす。
附　則
この要領は、平成１０年７月３日から施行する。
附　則
この要領は、平成１１年４月１日から施行する。
附　則
この要領は、平成１３年４月１日から施行する。
附　則
この要領は、平成２０年４月１日から施行する。
附　則
　この要領は、平成２３年５月１日から施行する。
附　則
　この要領は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則
　この要領は、平成２７年４月１日から施行する。
附　則
　この要領は、令和５年４月１日から施行する。

